
● 給付金等は、和解成立後、支払基金に支給の請求をすることにより、支払基金より支払

が行われます。 

給付金等の請求手続について 
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● 支払基金に給付金等の請求を行う際には、所定の様式の請求書とともに、必要な書類を 

 提出する必要があります。 

  請求に必要な書類、手続については、和解後に送付される書類、または支払基金の相談窓  

 口やホームページでご確認ください。 

 

＜政策対応の請求手続等について＞ 
● 除斥期間が経過した無症候性キャリアの方には、給付金５０万円に加え、毎年、Ｐ１６～ 

 １７に記載した定期検査費等が支払われます。これらの費用の請求に関する取扱いについ 

 ては、下図の通り、受診時期及び費用の種類により異なります。請求手続の詳細は、支払基 

 金にお問い合わせください。 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （※）受給者証は、和解成立後、支払基金に請求することにより、２４年４月を目途に支 

    払基金より交付されます。和解成立後、受給者証発行のため、給付金等支給請求書と 

    合わせて受給者証交付請求書及び住民票などの添付書類を提出してください。受給者 

    証交付請求書については、和解後に送付する資料に添付されています。 

     また、受給者証と合わせて、定期検査受診の記録を行うための定期検査受診票が交 

    付されますので、受診時に受給者証と合わせて医療機関の窓口にご提示ください。 

    （受給者証及び定期検査受診票の様式については１９ページの通りです。） 

   

 （定期検査手当の請求について） 

    定期検査手当については、受給者証が交付されるまでは、定期検査費と合わせて支払 

   基金へ請求していただく必要がありますが、受給者証交付後は請求の手続は不要となり、 

   支払基金にて定期検査の受診を確認後、指定の口座に振り込まれます。 

本人分 子ども分

【～Ｈ２４．３（予定）】
和解成立後から受給者
証が交付されるまで

【Ｈ２４．４～（予定）】
受給者証交付後

受診時期 定期検査費
母子感染防止医療費 世帯内感染防

止医療費

医療機関での窓口負担が必要です。

請求書に医療機関が発行する明細書等を添付し、原則と

して年１回、 翌年１月末までに支払基金に請求ください。

医療機関に受給者証

（※）を提示することによ

り、窓口負担が不要にな

ります。
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      ＜受給者証様式＞         ＜定期検査受診票様式＞ 
         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
  
                  

 

■医療機関の皆さまへ 
 

  ２４年４月以降に医療機関の窓口で上記受給者証が提示された場合には、Ｐ 

 １８の図の通り、Ｐ１６の１．（１）の定期検査費及びＰ１７の２の母子感染 

 防止医療費のうち母親の血液検査に係る費用については、窓口で受診者からの 

 費用徴収は行わず、診療報酬の請求と合わせて受診者の自己負担分を支払基金 

 又は国民健康保険連合会へ請求いただくこととなりますので、ご留意いただき 

 ますようお願いいたします。 

  

  また、定期検査を実施した場合には、受給者証と合わせて交付される「定期 

 検査受診票」に、受診年月日、医療機関名の欄にご記入いただき、受診された 

 方にお渡しいただきますようお願いいたします。 

 ※ 定期検査費用は、上限回数を超えて受診した場合は支払われませんので、 

  上限回数を超えて受診した場合は、自己負担分を医療機関窓口で徴収してい 

  ただく必要があります。このため、医療機関の窓口で受診の回数を確認する 

  必要がありますので、必ずご記入いただきますようお願いいたします。 


